
 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

横浜市では、働く世代の健康保持・増進の取組である「健康経営」（※１）を精力的に   

推進するとともに、ＬＩＰ．横浜の一環として、市内企業によるヘルスケアビジネス（健康

関連ビジネス）創出に向けた支援を進めています。 

これまで、この取組にご賛同いただける企業・団体の募集を行い、多くの皆様にご登録 

（※２）いただいています。 

このたび、健康経営の推進とヘルスケア産業の育成を一層加速させ、これらの取組の相乗

効果を図るために、キックオフイベントとして「よこはまウェルネスパートナーズ」総会を

開催し、当パートナーズを本格的に稼働させていきます。 

 

 

 

 

 

 

「よこはまウェルネスパートナーズ」関連のこれまでの主な取組   

 

１ 健康経営の推進 

ア 横浜健康経営認証制度の創設（平成 28 年 11 月） 

 ・健康経営を行う企業を認証。認証企業へは保健師派遣などの支援を行う。 

  ・認証：（28 年度）28 事業所 （29 年度）57 事業所（延べ 85 事業所（重複３事業所含む）） 

イ 健康経営支援拠点「新横浜ウェルネスセンター」の開設（平成 29 年 9 月） 

 ・「健康」をテーマとしたセミナーの開催などを通じて、健康経営の普及を行う。 

 ・29 年度：セミナー等６回開催。相談会、健康測定体験会など実施。 

ウ 企業と連携した健康経営の普及 

・横浜信用金庫、神奈川銀行、アクサ生命保険、損保ジャパン日本興亜等の企業との  

協定に基づき、市内企業への健康経営普及を連携して企画・実施。 

２ LIP．横浜の推進 

ア 横浜市大、大手企業などのネットワークによるプロジェクトを創出・推進 

 ・横浜市大の研究シーズを活用したプロジェクト創出・推進（11 件） 

・市内企業などによる「健康経営・ヘルスケア推進プロジェクト」の創出・支援 

イ 市内中小企業を対象としたセミナーやマッチングイベントによる開発支援 

 ・健康関連製品・サービス等の開発支援（実証実験の場等のマッチング） 

 ・医療現場などの課題解決のための製品・サービスの開発支援 

ウ 米国サンディエゴのバイオクラスター中核機関との覚書（平成 29 年４月）に基づく 

相互連携  

 
 

※１ 「健康経営」 

  従業員等の健康保持・増進の取組が、将来的に企業の収益性等を高める投資であると捉え、従業員等の健康

づくりを経営的な視点から考え、戦略的に実践する取組。なお、「健康経営」は特定非営利活動法人健康経

営研究会の登録商標です。 

※２ 登録企業・団体数：193 社・団体（H30 年 5 月 28 日現在） 
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平 成 3 0 年 5 月 3 0 日 
経済局ライフイノベーション推進課 
健 康 福 祉 局 保 健 事 業 課 

市内企業による「健康経営」及び「ヘルスケアビジネス」の創出を推進 

裏面あり 

～「よこはまウェルネスパートナーズ」総会を開催します～ 
 



 

  

「よこはまウェルネスパートナーズ」総会の概要   

 
○日時：平成 30 年 5 月 31 日（木）15:00～17:30 
 
○会場：横浜情報文化センター６階 情文ホール（横浜市中区日本大通 11 番地） 

（参加者約 100 名（予定）） 
 
○内容 

（1）あいさつ・講演 「経済産業省の健康経営・ヘルスケアビジネス施策について」 
経済産業省ヘルスケア産業課長 西川 和見 様 

（2）講演 「健康ヘルスケア産業の現状と展望」 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社チーフコンサルタント 

武庫川女子大学教授  高橋 千枝子 様 

（3）よこはまウェルネスパートナーズ設立趣旨説明 

（4）市内企業によるヘルスケアビジネス事例紹介 
   バイオコミュニケーションズ(株) 

(株)クロスウェル 他 

（5）横浜健康経営認証制度について 
 
○取材のご案内 
取材をしていただける場合は、直接会場へお越しください。 

 
○主催：横浜市経済局、健康福祉局 

共催：（公財）横浜企業経営支援財団、（公財）横浜市体育協会 
 

 

今後の取組について 
 
 健康経営の更なる普及に加え、市内のヘルスケア関連企業とメーカー企業等のマッチ 

ングによるビジネス創出や、健康経営とヘルスケアビジネスを相乗的に推進する活動を 

行うなど、横浜経済の活性化に向けて本格的に活動を進めていきます。 

 
■参考 「よこはまウェルネスパートナーズ」の位置づけ 
 
・横浜市経済局が行う「LIP.横浜（横浜ライフイノベーションプラットフォーム）」

の活動の一環です。 
  
・横浜市健康福祉局が行う、横浜市民の健康課題のひとつである生活習慣病に 

着目した健康づくりの指針「第 2 期健康横浜２１」の活動の一環です。 
  
・経済産業省が設置を推奨する「地域版次世代ヘルスケア産業協議会（※）」に 

位置付けられています。 
※ 「企業による健康投資の拡大」や、それらの需要を満たす「新事業創出の促進」を図るための官民 

一体の団体。経済産業省が自治体へ設置を推奨している。 
 

 

※経済記者クラブへも同時発表しています。 

 

お問合せ先 

（総会、健康経営、ヘルスケアビジネスに関すること） 

経済局ライフイノベーション推進課担当課長 森田 伸一 Tel 045-671-4600 

（横浜健康経営認証制度に関すること） 

健康福祉局保健事業課健康づくり担当課長 室山 孝子 Tel 045-671-3376 

健康状態の測定機器（例） 


